
伊勢市特定事業主行動計画 

 

Ⅰ 総論 

 １ 目的 

   

次の社会を担う子どもたちが健やかに生まれ育てられる環境整備に、国、地方公共団

体、事業主など様々な主体が社会を挙げて取り組んでいくため、平成１５年７月に「次

世代育成支援対策推進法」が成立しました。 

 伊勢市は、行政機関としての立場から、地域における子どもと子育て家庭を支援する

と同時に、一つの事業主の立場から、自らの職員の子どもたちの健やかな育成について

も役割を果たすべく、平成 17 年度から平成 26 年度において「伊勢市次世代育成支援

対策特定事業主行動計画」を策定し取組みを行ってきました。 

 今般、「次世代育成支援対策推進法」の期限が平成 37 年３月３１日まで延長されたこ

とに伴い、アンケート調査（平成２6 年度実施）を実施し計画の見直しを行いました。 

 この計画を着実に実施することにより、職員全員が次世代育成の重要性を認識し、仕

事と生活の調和（ワークライフ・バランス）を実現できる職場づくりを推進していきま

す。 

 

平成２７年４月 

 

伊勢市長 

伊勢市議会議長 

伊勢市選挙管理委員会 

伊勢市代表監査委員 

伊勢市公平委員会 

伊勢市消防長 

伊勢市農業委員会 

伊勢市病院事業管理者 

伊勢市教育委員会 
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2 アンケート結果による現状・課題 

 

 前行動計画期間（Ｈ22～Ｈ26）における女性の育児休業の取得率は 100％であり目標

を達成したものの、男性の取得者は４名に留まっており、目標の 20％を達成することはで

きませんでした。 

今回の計画（Ｈ27～Ｈ31）を策定するに当たり実施したアンケート結果によると、育

児休業の取得促進のために必要な取り組みとして、「業務遂行体制の工夫・見直し」が最も

高く 20.5％であり、次いで「職場の意識改革」が 19.4％でした。その他の意見として出

産・育児期の職員が多く配置されている職場では取得時期が集中し取りづらいため、「所属

長・上司による配慮が必要である」という意見や、「代替職員との引継ぎは休業前、復帰前

に出来るような体制が必要である」などの意見がありました。 

 また、男性について見てみると、育児休業取得率が 6.8％、育児短時間勤務と部分休業

はそれぞれ 1.0％、2.1％と低い状況となっています。 

 男性が取得できる配偶者の出産休暇については 47.9％が取得しているものの、育児参加

休暇は 7.9％と低く、制度を知らなかった人が 25％程度いることから、こうした諸制度の

周知をより一層図っていく必要があります。子育ては男女が協力して行うことが重要であ

ることから、男性の育児休暇をはじめとする子育てに関する諸制度の取得を促進し、男性

の子育てへの参画をよりいっそう推進していくことが重要です。 

 また、年次有給休暇については、対前年度比 10％増加の目標を設定しましたが計画期間

（Ｈ22～Ｈ26）中に対前年度比 10％を達成した年はなく、平均 9.3 日でした。 

アンケートでは、「年次有給休暇の取得にためらいを感じる」と答えた人が 65.9％で、

「ためらいを感じない」と答えた 32.8％を大きく上回っており、ためらいを感じる理由と

して「周りに迷惑がかかる」と答えた人が 41.5％、「後で多忙になる」が 29.7％でした。 

また、休暇の取得を促進するための取組みとして、「業務遂行体制の工夫・見直し」が最

も高く 29.7％であり、次いで「職場の意識改革」が 25.4％でした。 

時間外勤務については、時間外勤務を減らすために効果的と思われる方法について、「事

務の簡素化・合理化」が最も多く 28.5％、次いで「職場全体の雰囲気づくり」が 20.2％、

「個々の職員の心がけ」が 19.9％でした。 

こうした点も踏まえ、職員の仕事と生活の調和の推進という観点からも、より一層の超

過勤務の削減、年次有給休暇の取得促進に対する取組みを推進していく必要があります。 

                        

 3 計画期間 

 

平成２７年４月１日から平成３２年３月３１日までの５年間とします。 

  

4 計画の推進体制 
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次世代育成支援対策を効果的に推進するため、職場における意識改革を進め、計画の

周知徹底を行い、すべての職員が職員相互の理解を得ながら取り組んでいくこととしま

す。 

①  書面の交付や電子メールによる送付など適切な方法で周知するとともに、啓発資

料の作成・配布、管理職や職員に対する研修・講習・情報提供等を実施し、すべて

の職員に行動計画の内容を周知徹底します。 

   ② 本計画の実施状況については、年一回以上、アンケート等により現状把握を行い、

職員のニーズを踏まえてその後の実施や計画の見直しを図ります。 

 

Ⅱ 具体的な内容 

 １ 職員の勤務環境に関するもの 

 

  （１）妊娠中及び出産後における配慮  

 

①   母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の妊娠・出産に

関する制度、出産費用の給付等の経済的支援措置について周知徹底を図るため、妊

娠を申し出た職員に対し、個別に育児休業等の制度説明を行い、また、各種制度を

理解しやすいようにまとめたハンドブックを配布します。 

②   妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、職場の中での業務分担の見直しを行います。 

③   妊娠中の職員に対して、時間外勤務・深夜勤務を命じる場合には、業務に支障の 

     ない範囲で、本人の意思を最大限尊重します。 

④  妊産婦が適宜休息し、又は補食するための時間を取れるように配慮します。 

       

  （２）子どもの出生時等における父親の休暇の取得の促進 

 

①  育児参加休暇の取得推進を図ります。 

②  出産補助休暇の取得促進を図ります。 

③  妊婦検診・子どもの健康診断・予防接種等における父親の年次有給休暇・子の看 

護休暇等の取得促進を図ります。 

④  配偶者が産後休暇を取得中に、父親となった職員が育児時間を取得することを促 

進します。 

 

 （３）育児休業等を取得しやすい環境の整備等 

 

  ア 育児休業、育児短時間勤務又は部分休業制度等の周知 

① 育児休業等に関する資料を各課に通知・配布し、制度の周知を図るとともに、特

に男性職員の育児休業等の取得促進について周知徹底を図ります。 

② 妊娠を申し出た職員に対し、個別に育児休業等の制度説明を行い、また、各種制 
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度を理解しやすいようにまとめたハンドブックを配布します。 

③ 研修等において、育児休業制度等の制度説明を行います。 

④ 配偶者の産後休暇中の男性の育児休業等の取得を促進します。 

 

  イ 育児休業等体験談等に関する情報提供 

 育児休業等経験者の体験談や育児休業を取得しやすい職場環境づくりの取組例 

を情報収集し、職員に提供を行います。 

 

  ウ 育児休業、育児短時間勤務又は部分休業を取得しやすい雰囲気の醸成 

  ①  育児休業等の取得の申出があった場合、各課・各係内において業務分担の見直し

を行います。 

  ②  部課長会議等の場において、定期的に育児休業等の制度の趣旨を徹底させ、職場

の意識改革を行います。 

    

  エ 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

  ①  育児期間中の職員に対して、スムーズに復職が行えるよう庁内や課内の情報を伝

達します。 

  ②  復職時における OJT 研修や、担当上司からの休業中・復職後の業務説明等を実施

します。 

  ③ 復職時における不安を緩和するため、育児休業中においては原則として人事異動  

を行わないものとし、復職後においても、人事異動について配慮するものとします。 

    

  オ 育児休業等に伴う任期付採用及び臨時的任用制度等の活用 

      部内の人員配置等によって、育児休業中又は育児短時間勤務中の職員の業務を遂

行することが困難なときは、任期付採用及び臨時的任用制度の活用による適切な代

替要員の確保をします｡ 

    また、その際に所属からの要請があれば、代替要員の雇用期間を一定期間早める

ことで、業務の引継ぎ期間を確保します。 

          

以上のような取組を通じて、次のとおり計画期間中の数値目標を設定します。 

 

 

   子どもが生まれた女性職員のうち、育児休業等の取得率の 100％を維持します。 

   

    

配偶者に子どもが生まれた男性職員のうち、 

育児休業等取得者 15 人以上を目指します。  
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※育児休業等とは、育児休業、育児短時間勤務、部分休業を指します。 

 

配偶者に子どもが生まれた男性職員のうち、 

          配偶者の出産休暇等の休暇取得率 80％以上を目指します。 

 

  （４）超過勤務の縮減 

 

  ア 時間外勤務・深夜勤務の制限 

         小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員の時間外勤務（１月２４時間、 

１年１５０時間）及び深夜勤務を制限する制度について周知を図るとともに、やむ 

を得ず時間外勤務及び深夜勤務を命ずる場合には、本人の意思を最大限尊重します。 

 

  イ ノー残業デーの徹底等 

  人事管理部署は、ノー残業デー（毎週水・木曜）を徹底するため、職場点検を実 

施・強化します。また、交代制勤務による職場で、その実施が困難な場合には、

管理職は、ノー残業デー実施日にこだわらず、職員が定時退庁できるように配慮

します。 

    

  ウ 事務の簡素合理化の推進 

① 各職員は、効率的に業務遂行ができるよう自らの業務を見直します。 

②  新たに事業等を実施する場合には、目的、効果、必要性について十分に検討のう

えで実施し、併せて、既存の事業等との関係を整理し、代替的に廃止できるものを

廃止します。 

③  定例･恒常的業務に係る事務処理のマニュアル化を図ります。 

④  会議・打合せについては、会議資料の事前配布や電子メールの活用などにより、

短時間に効率よく実施できるように努めます。 

 

  エ 時間外勤務の縮減のための意識啓発など 

① ３６協定締結職場では、これを遵守します。その他の職場でも３６協定を準用し、

時間外勤務の縮減に努めます。    

② 人事管理部署は１月あたり４５時間、年間で３６０時間を超える職員がいる部署 

への指導を徹底し、該当する部署の管理職より改善計画を提出させます。人事管理 

部署は、提出された改善計画を精査し、職員配置等に配慮します。 

③ 管理職は、各職員が担当する事業の内容と量を的確に把握するとともに、定期的 

に事業の遂行状況を聞き取り、慢性的な時間外勤務が発生する場合には、部・課内 

異動も含め、事業の再配分を行ないます。 

    

  オ その他 
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① 管理職は、時間外勤務が多い職員に対して、年次有給休暇の取得を促すなど、健

康面における配慮をします｡ 

② 時差出勤を取り入れることで、効率的に業務を遂行できる場合は、職場実態に併

せて速やかに検討し、導入を目指します。ただし、対象者は最小限にとどめます。 

  （５）休暇の取得の促進  

 

 ア 年次有給休暇の取得の促進 

①  職員は年間の年次有給休暇取得の目標を設定し、休暇計画表の作成等により、取 

得促進を図ります。 

②  管理職は、職員が作成した休暇計画表に基づき、計画どおり休暇が取得されてい 

るか状況把握を行い、取得の少ない職員に対しては休暇を促します。 

③  管理職は、職員に対して業務予定を早期に周知するなど、年次有給休暇を取りや 

すい職場の環境づくりに努めます｡ 

④  人事管理部署は、職員の年次有給休暇の取得状況を定期的に把握し、取得率の低

い職場については、その管理職等からのヒアリングや指導を行う等の対策を講じま

す。 

⑤  安心して職員が年次有給休暇の取得ができるよう、業務の相互応援ができる体制 

づくりを進めます。 

⑥  子どもの予防接種実施日や授業参観日等における年次有給休暇の取得促進を図 

ります。 

       

  イ 連続休暇等の取得の促進 

   ① 国民の祝日や夏季休暇とあわせた年次有給休暇の取得促進を図ります。 

   ② ゴールデンウィークやお盆期間は、公式会議や各種行事、職場研修などは可能な

限り自粛します。 

 

以上のような取組を通じて、次のとおり計画期間中の数値目標を設定します。 

 

    職員一人当たりの年次有給休暇の取得について、 

                    年 12 日以上の取得を目指します。 

 

  ウ 子どもの看護を行う等のための特別休暇の取得促進 

     子の看護休暇を職員に周知を図るとともに、休暇取得を希望する職員が、円滑

に取得できる環境づくりに努めます。 

    

  エ 各職場に各種休暇の周知 

     各種休暇を全職員に周知し、取得の促進を図ります。 
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 （６）異動における配慮 

 

  ３歳未満の子どもを養育する職員には異動希望調書等により、子育ての状況に応じた  

人事上の配慮を行ないます。 

 

 （７）職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正のための取組 

 

  ① ８月１７日の「パートナーの日」及び毎月１７日の「パートナーの日推進デー」

は、家事・子育て支援のための帰宅促進日として定時退庁します。また、そうした

取り組みを通じて、バランスよく職場、家庭、ひいては地域社会に参画できる環境

づくりを促進します。 

  ② 男女共同参画やセクシャルハラスメント防止のための研修会を開催します。 

   

  ２ その他の次世代育成支援対策に関する事項 

 

  （１）子育てバリアフリー 

 

   ① 外部からの来庁者の多い庁舎等において、乳幼児と一緒に安心して利用できるト

イレやベビーベッド等の設置を計画的に進めます。 

②   子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、親切な応接対応等に取り組みま 

す。 

③   妊産婦、乳幼児連れ等全ての人が安心して利用できるよう、庁舎内の段差の解    

消等を推進します。 

    

  （２） 子ども・子育てに関する地域貢献活動 

 

  ア 子どもの体験活動等の支援 

① 子ども･子育てに関する活動等の地域貢献活動に対して、職員が積極的に参加でき 

るよう支援します。 

② 子どもが参加する学習会等の地域行事において、職員が専門分野を活かして 積 

極的に参加できるよう支援します。 

  

  イ 子どもを交通事故から守る活動の実施や支援 

① 交通事故の予防について綱紀粛正通知による呼びかけを実施します。 

② 公用車を運転する職員を対象に、交通安全講習会を実施します。 

③ 地域で行う街頭指導等に、職員が参加できるよう配慮します。 
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ウ 安全で安心して子どもを育てられる環境の整備 

    子どもを安全な環境で安心して育てることができるよう、地域住民等の自主的な

防犯活動や少年非行防止、立ち直り支援の活動等への職員の積極的な参加を支援し

ます。 

 

  （３）子どもとふれあう機会の充実 

 

  レクリエーション活動の実施にあたっては、子どもを含めた家族全員が参加でき 

       るような環境づくりに努めます。 

  

  （４）学習機会の提供等による家庭の教育力の向上 

 

  職員に対し、家庭における子育てやしつけ等家庭教育に関する情報の提供を行い 

  ます。 

 

  

 ※教育委員会の各学校の県費職員については、別途教育委員会が定めた行動計画による

ものとします。 
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